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主催　公益財団法人　全国商業高等学校協会

令和５年度　第15回　財務諸表分析検定試験

注　意　事　項

試験場校名 受験番号

₁．監督者の指示があるまで，問題は開いてはいけません。

₂ �．問題の表紙と解答用紙の指定欄に試験場校名・受験番号を記入 �

しなさい。

₃．解答はすべて解答用紙に記入しなさい。

₄ �．試験は「始め」の合図で開始し，「止め」の合図があったら解答

の記入を中止し，ただちに問題を閉じなさい。

₅．制限時間は₉₀分です。



₂₀₂₃．₁₅．財分－①

【 1】　 次の⑴～⑸について，下線部が正しいものには〇を，誤っているものは正しい用語を解答欄に記入し
なさい。ただし，すべてに〇を解答欄に記入した場合は 5問全部を無効とする。

　　　 なお，正しい用語は漢字で記入すること。

　　⑴　財務諸表分析の方法で，実際の数値をみて企業を評価する方法を実際分析という。
　　⑵　営業活動によるキャッシュ・フローの開示については，直接法と間接法の ₂つの方法がある。
　　⑶�　企業のキャッシュ・フロー（現金及び現金同等物の増減額）を損益計算書の営業利益で割った指標は，

利益の処分可能性を判断するための重要な指標である。
　　⑷　金融商品取引法では，財務諸表を計算書類という。
　　⑸�　手持ち現金を用いた自社株買いによって，貸借対照表における株主資本の割合を減らすと，株主資本

当期純益率は高くなる。

【 2】　 総合商社Ｘ社の要約貸借対照表の資料により，次の設問に答えなさい。なお，計算上端数が生じた場合
は，％の小数点第 2位を四捨五入し，第 1位まで解答すること。

〈資　料〉
Ｘ社の要約貸借対照表

資産の部
　流動資産
　　現金及び預金
　　受取手形及び売掛金並びに
　　電子記録債権
　　棚卸資産
　固定資産
　　建物
　　備品
　　土地

₇₀₀
₁︐ ₆₀₀

₂︐ ₅₀₀

₂︐ ₀₀₀
₁︐ ₂₀₀
₃︐ ₀₀₀

負債の部
　流動負債
　　支払手形及び買掛金並びに
　　電子記録債務
　　短期借入金
　固定負債
　　長期借入金
純資産の部
　株主資本
　　資本金
　　資本剰余金
　　利益剰余金

₁︐ ₈₀₀

₃︐ ₀₀₀

₂︐ ₅₀₀

₂︐ ₀₀₀
₁︐ ₀₀₀
₇₀₀

資産合計 ₁₁︐ ₀₀₀ 負債純資産合計 ₁₁︐ ₀₀₀

問 ₁　Ｘ社の流動比率，固定長期適合率及び純資産負債比率を計算しなさい。

（単位：百万円）



₂₀₂₃．₁₅．財分－②

問 ₂　Ｘ社は事業拡張のため，事業所用に新しい建物₁︐ ₀₀₀百万円（耐用年数₅₀年）を購入する投資計画を
予定しており，そのための資金調達をどのように行えばよいかを検討している。経営者は企業の投資
計画にあたり，財政状態に与える影響も考えている。これに関する下記の各案の文章中の①から③の
【　　】欄にあてはまる適切な記号を解答欄に記入しなさい。

　　Ａ案�：Ｘ社が，金融機関からの短期借入れにより，建物を購入すれば，� �
流動比率は①【ａ．良くなる　ｂ．悪くなる　ｃ．変わらない】。� �
固定長期適合率は②【ａ．良くなる　ｂ．悪くなる　ｃ．変わらない】。� �
純資産負債比率は③【ａ．良くなる　ｂ．悪くなる　ｃ．変わらない】。

　　Ｂ案�：Ｘ社が，金融機関からの長期借入れにより，建物を購入すれば，� �
流動比率は①【ａ．良くなる　ｂ．悪くなる　ｃ．変わらない】。� �
固定長期適合率は②【ａ．良くなる　ｂ．悪くなる　ｃ．変わらない】。� �
純資産負債比率は③【ａ．良くなる　ｂ．悪くなる　ｃ．変わらない】。

　　Ｃ案�：Ｘ社が，社債の発行（償還期限₁₀年）により，建物を購入すれば，� �
流動比率は①【ａ．良くなる　ｂ．悪くなる　ｃ．変わらない】。� �
固定長期適合率は②【ａ．良くなる　ｂ．悪くなる　ｃ．変わらない】。� �
純資産負債比率は③【ａ．良くなる　ｂ．悪くなる　ｃ．変わらない】。

　　Ｄ案�：Ｘ社が，新株の発行により，建物を購入すれば，� �
流動比率は①【ａ．良くなる　ｂ．悪くなる　ｃ．変わらない】。� �
固定長期適合率は②【ａ．良くなる　ｂ．悪くなる　ｃ．変わらない】。� �
純資産負債比率は③【ａ．良くなる　ｂ．悪くなる　ｃ．変わらない】。

問 ₃　問 ₂のＡ案からＤ案をもとに，資金管理の観点からみて，次のアからエの【　　】欄にあてはまる
適切な記号を解答欄に記入しなさい。

　　ア．�Ａ案を採用すると，安全性に関して� �
【ａ．短期の支払能力に悪影響が出る　ｂ．短期の支払能力に悪影響は出ないが，長期の支払能力
に悪影響が出る　ｃ．悪影響は出ない】。

　　イ．�Ｂ案を採用すると，安全性に関して� �
【ａ．短期の支払能力に悪影響が出る　ｂ．短期の支払能力に悪影響は出ないが，長期の支払能力
に悪影響が出る　ｃ．悪影響は出ない】。

　　ウ．�Ｃ案を採用すると，安全性に関して� �
【ａ．短期の支払能力に悪影響が出る　ｂ．短期の支払能力に悪影響は出ないが，長期の支払能力
に悪影響が出る　ｃ．悪影響は出ない】。

　　エ．�Ｄ案を採用すると，安全性に関して� �
【ａ．短期の支払能力に悪影響が出る　ｂ．短期の支払能力に悪影響は出ないが，長期の支払能力
に悪影響が出る　ｃ．悪影響は出ない】。



₂₀₂₃．₁₅．財分－③

【 3】　 〈資　料〉に示したグラフおよび財務諸表により，次の問 1から問 5に答えなさい。
　　　 なお，解答にあたっては以下の事項に留意すること。
　　 1．各分析指標の数値は，算出結果のみを解答すること。（計算式は不要）
　　 2  ．各分析指標の数値は，％または回の小数点第 2 位を四捨五入し，第 1 位まで解答すること。ただし，

小数点第 1位の数値がないときは，例えば，9. 0％のように解答すること。
　　 3  ．マイナスの場合には，数値の前に「△」をつけること。例えばマイナス5. 3％の場合は「△5. 3％」と

解答すること。
　　 4  ．当期純利益は，非支配株主に帰属する当期純利益を控除する前の金額を用いること。
　　 5  ．使用資産は，資産合計から建設仮勘定を差し引いた金額を用いること。
　　 6  ．営業資産は，資産合計から建設仮勘定および投資その他の資産を差し引いた金額を用いること。

問 ₁　大手外食チェーン店Ａ社の× ₄年（前期）および× ₅年（当期）の収益性に関する次のａからｆの
分析指標を求め，〈資　料〉に示したグラフの①から⑫に入る数値を答えなさい。

　ａ　総資産当期純利益率
　ｂ　総資産経常利益率
　ｃ　営業資産営業利益率
　ｄ　総収益当期純利益率
　ｅ　売上高売上総利益率
　ｆ　売上高営業利益率

問 ₂　次の《Ａ社の経営成績の概況および収益性に関する考察》の視点に基づき，× ₄年（前期）および
× ₅年（当期）の収益性について判断しなさい。なお，文章中の（　①　）から（　⑩　）には，適
切な語句・分析指標名・金額・数値を右上の［解答群］から記号を選び答えなさい。

　　《Ａ社の経営成績の概況および収益性に関する考察》
　　　大手外食チェーンのＡ社は，幅広い年齢層に人気があり，堅実な経営を続けてきたが，× ₃年に新
型コロナウイルス感染症の影響により₂₀₀以上の店舗が ₁か月にわたり休業を余儀なくされた。× ₄年
（前期）に入っても時短営業や酒類販売制限などで厳しい状況は続いた。× ₅年（当期）になると，ま
ん延防止等重点措置が解除され客数は回復基調となっている。

　　　× ₅年（当期）は，売上高が₁₄₄︐ ₂₇₅百万円と× ₄年（前期）の売上高より（　①　）百万円増加し
た。この× ₅年（当期）の売上高は，新型コロナウイルス感染症流行前の× ₂年の売上高の₉₂． ₂％ま
で回復した。また，ａ．× ₅年（当期）の当期純利益も₅︐ ₆₆₇百万円と× ₂年を越える利益をあげており，
当期純利益だけ見ると完全に新型コロナウイルス感染症の影響から回復したように見えるが，営業利
益は₄₂₄百万円にとどまっている。

　　　まず損益計算書を用いた指標で分析してみる。企業の全体的な利益率を見る指標である（　②　）は，
× ₅年（当期）は× ₄年（前期）に比べて上昇しており，〈資　料〉のグラフを見てもＶ字回復がうか
がえる。さらに，企業が行う投資活動や財務活動も含めた業務活動のよしあしを判断する指標である
経常収益経常利益率も× ₄年（前期）が（　③　）％で× ₅年（当期）が（　④　）％と上昇した。
しかし，企業の主たる活動つまり販売活動でどのくらいもうけたかを判断する（　⑤　）は，× ₄年（前
期）のマイナス数値からは脱却したが，数値は ₁ ％にも満たない。また，粗利率ともよばれる�
（　⑥　）は，× ₅年（当期）は× ₄年（前期）と比較して（　⑦　）している。

　　　次にｂ．損益計算書と貸借対照表を用いた指標で分析してみる。総資産当期純利益率は，しばしば�
（　⑧　）と表示され，資産をどれくらい有効に使用したかが示される指標であるが，× ₄年（前期）
に比べて× ₅年（当期）は上昇した。また，企業が実際に使用している資産の収益性を評価する�
（　⑨　）や企業の主たる活動いわゆる営業の業績が判定される（　⑩　）も× ₄年（前期）より× ₅
年（当期）の方が上昇している。

　　　このようにＡ社の経営成績は，× ₄年（前期）と比較して徐々に回復してきているが，新型コロナ
ウイルス感染症の影響から完全に立ち直るかどうかは今後の財務諸表を注視する必要がある。



₂₀₂₃．₁₅．財分－④

　［解答群］

ア．株主資本当期純利益率� イ．総収益当期純利益率� ウ．売上高売上原価率
エ．売上高営業利益率� オ．営業資産営業利益率� カ．使用資産経常利益率
キ．売上高売上総利益率� ク．売上債権回転率� ケ．原価率
コ．適合率� サ．ＲＯＡ� シ．ＲＯＥ
ス．ＰＢＲ� セ．上昇� ソ．低下
タ．₁₂₆︐ ₅₁₃� チ．₁₇︐ ₇₆₂� ツ．₁₇︐ ₇₂₆
テ．₁₀︐ ₈₉₉� ト．₆． ₉� ナ．₇． ₅
ニ．₂． ₆� ヌ．₂． ₇

問 ₃　問 ₂の下線部ｂについて，損益計算書と貸借対照表を用いた指標は，それぞれ× ₄年（前期）に比
べ× ₅年（当期）は上昇している。そこで上昇した原因を詳しく分析してみることにした。なお，下
記の《指標上昇の詳細な分析》の文章中の（　 ₁　）・（　 ₂　）には，適切な指標を下の［解答群］
から記号を選び，①②③の【　　】欄については，ａ．ｂ．ｃ．のうち適切な語句の記号を解答欄に
記入しなさい。なお，解答にあたっては，小数点第 ₁位までの数値で判断すること。また，番号が同
じ（　　　）の中には，同じ語句が入る。

　　《指標上昇の詳細な分析》
　　　損益計算書と貸借対照表を用いた指標は，回転率と利益率に分解することができる。例えば問 ₁で
求めた営業資産営業利益率は，売上高を用いると（　 ₁　）と（　 ₂　）に分解することができる。
その結果を以下のような表にまとめてみた。

営業資産営業利益率 （　 ₁　） （　 ₂　）
× ₄年（前期） ※　　％ ※　　回 ※　　％
× ₅年（当期） ※　　％ ※　　回 ※　　％

（※の部分は，計算した数値が入る）

　　　指標を計算してみると，（　 ₁　）は× ₄年（前期）と比べて× ₅年（当期）は①【ａ．上昇し　ｂ．
低下し　ｃ．横ばいであり】，（　 ₂　）は× ₄年（前期）と比べて× ₅年（当期）は②【ａ．上昇し
た　ｂ．低下した　ｃ．横ばいであった】。以上のことからＡ社の収益性回復の要因は，③【ａ．回転
率　ｂ．利益率　ｃ．分配率】にあることがわかった。

　［解答群］

ア．売上高売上総利益率　　　イ．営業資産回転率　　　　　ウ．売上高売上原価率
エ．売上高営業利益率　　　　オ．売上高経常利益率　　　　カ．使用資産回転率



₂₀₂₃．₁₅．財分－⑤

問 ₄　問 ₂の網掛け部ａについて，× ₅年（当期）のＡ社の営業利益が少なく，当期純利益が大きくなっ
た原因について説明している下のア～エの文章のうち，原因として誤っていると思われるものはどれ
か，［解答群］から ₁つ選んで記号で答えなさい。

　［解答群］

ア�．新型コロナウイルス感染症の流行のため，休業支援金や雇用調整助成金等の補助金が，�
× ₄年（前期）より× ₅年（当期）の方が多く支給されたため。

イ�．ウクライナ侵攻など世界的政情不安にともない，エネルギー価格の高騰や食材の値上げが
相次ぎ，売上高売上原価率が× ₅年（当期）は上昇したため。

ウ�．日米の ₂年物国債利回り，₁₀年債利回りなどの金利差が原因で，円高が急速に進み，為替
差損益が生じたため。

エ�．× ₅年（当期）は，約₂₀︐ ₀₀₀品目をこえる生活用品や食料品などの値上げが相次ぎ，従業
員に一時的にインフレ手当を支給し，売上高販売費及び一般管理費率が上昇したため。

問 ₅　問 ₂の《Ａ社の経営成績の概況および収益性に関する考察》および〈資　料〉からＡ社の新型コロ
ナウイルス感染症流行前の× ₂年の営業利益の概算額を計算しなさい。ただし，計算上端数が生じる
場合は，計算の最終段階で百万円未満を四捨五入すること。



ａ　総資産当期純利益率（％） ｂ　総資産経常利益率（％）

ｃ　営業資産営業利益率（％） ｄ　総収益当期純利益率（％）

ｅ　売上高売上総利益率（％） ｆ　売上高営業利益率（％）

X1年 X2年 X3年 X4年（前期） X5年（当期） X1年 X2年 X3年 X4年（前期） X5年（当期）

X1年 X2年 X3年 X4年（前期） X5年（当期） X1年 X2年 X3年 X4年（前期） X5年（当期）

X1年 X2年 X3年 X4年（前期） X5年（当期） X1年 X2年 X3年 X4年（前期） X5年（当期）

①

②

③

④

⑤
⑥

⑦

⑧

⑨ ⑩
⑪

⑫

4. 9 ％ 4. 7 ％

△ 3. 0 ％

8. 6 ％ 9. 1 ％

△ 1. 8 ％

9. 6 ％ 10. 4 ％

△ 3. 9 ％

3. 3 ％ 3. 2 ％

△ 2. 7 ％

63. 5 ％

64. 0 ％

62. 6 ％

5. 6 ％ 6. 1 ％

△ 3. 0 ％

〈資　料〉

₂₀₂₃．₁₅．財分－⑥



₂₀₂₃．₁₅．財分－⑦

Ａ社の要約連結貸借対照表
� （単位：百万円）

× ₄年（前期）× ₅年（当期） × ₄年（前期）× ₅年（当期）

資産の部 負債の部

　流動資産 　流動負債
　　現金及び預金 ₅₅︐ ₅₄₂ ₆₀︐ ₂₇₉ 　　買掛金 ₄︐ ₁₂₅ ₅︐ ₇₆₉
　　売掛金 ₅₅₀ ₁︐ ₁₀₂ 　　短期借入金 ₁₀︐ ₀₀₀ ₀
　　有価証券 ₉₄₀ ₁︐ ₄₉₃ 　　リース債務 ₄︐ ₃₃₈ ₅︐ ₇₇₉
　　商品及び製品 ₇︐ ₅₅₀ ₁₀︐ ₀₉₃ 　　未払法人税等 ₇₄₆ ₂︐ ₁₆₀
　　原材料及び貯蔵品 ₁︐ ₃₆₈ ₁︐ ₅₁₂ 　　賞与引当金 ₇₇₁ ₉₃₀
　　その他 ₄︐ ₃₁₅ ₄︐ ₄₇₀ 　　その他 ₅︐ ₄₆₃ ₈︐ ₂₀₀
　　貸倒引当金 △�₇ △�₁₄ 　　流動負債合計 ₂₅︐ ₄₄₃ ₂₂︐ ₈₃₈
　　流動資産合計 ₇₀︐ ₂₅₈ ₇₈︐ ₉₃₅ 　固定負債
　固定資産 　　長期借入金 ₁₂︐ ₅₀₀ ₁₂︐ ₅₀₀
　　有形固定資産 　　退職給付に係わる負債 ₉₈₄ ₁︐ ₁₁₄
　　　建物及び構築物（純額） ₂₅︐ ₉₅₂ ₂₅︐ ₆₆₆ 　　リース債務 ₈︐ ₀₉₃ ₉︐ ₂₄₀
　　　機械装置及び運搬具（純額） ₁︐ ₅₁₆ ₁︐ ₅₂₇ 　　資産除去債務 ₇︐ ₂₂₉ ₇︐ ₅₆₀
　　　工具，器具及び備品（純額） ₄︐ ₁₆₉ ₄︐ ₁₈₆ 　　その他 ₁₅₂ ₁₄₉
　　　土地 ₆︐ ₉₃₈ ₆︐ ₉₉₁ 　　固定負債合計 ₂₈︐ ₉₅₈ ₃₀︐ ₅₆₃
　　　リース資産（純額） ₄︐ ₃₂₀ ₅︐ ₉₀₀ 　負債合計 ₅₄︐ ₄₀₁ ₅₃︐ ₄₀₁
　　　建設仮勘定 ₉₆₈ ₆₉₂ 純資産の部
　　　その他 ₆︐ ₇₆₀ ₇︐ ₅₂₅ 　株主資本
　　　有形固定資産合計 ₅₀︐ ₆₂₃ ₅₂︐ ₄₈₇ 　　資本金 ₈︐ ₆₁₂ ₈︐ ₆₁₂
　　無形固定資産 　　資本剰余金 ₁₀︐ ₈₀₁ ₁₀︐ ₈₇₂
　　　ソフトウェア ₄₁₂ ₄₉₁ 　　利益剰余金 ₆₈︐ ₃₄₃ ₇₃︐ ₁₁₄
　　　無形固定資産合計 ₄₁₂ ₄₉₁ 　　自己株式 △�₇︐ ₄₁₄ △�₇︐ ₁₄₃
　　投資その他の資産 　　株主資本合計 ₈₀︐ ₃₄₂ ₈₅︐ ₄₅₅
　　　投資有価証券 ₂₅₉ ₂₇₉ 　その他の包括利益累計額 ₂︐ ₅₇₀ ₈︐ ₄₃₀
　　　敷金及び保証金 ₁₀︐ ₃₃₇ ₁₀︐ ₅₅₀ 　新株予約権 ₆₅₆ ₆₄₄
　　　長期貸付金 ₁₄₇ ₈₁ 純資産合計 ₈₃︐ ₅₆₈ ₉₄︐ ₅₂₉
　　　その他 ₅︐ ₉₄₅ ₅︐ ₁₁₉
　　　貸倒引当金 △�₁₂ △�₁₂
　　　投資その他の資産合計 ₁₆︐ ₆₇₆ ₁₆︐ ₀₁₇
　固定資産合計 ₆₇︐ ₇₁₁ ₆₈︐ ₉₉₅
資産合計 ₁₃₇︐ ₉₆₉ ₁₄₇︐ ₉₃₀ 負債純資産合計 ₁₃₇︐ ₉₆₉ ₁₄₇︐ ₉₃₀

追加情報� （単位：百万円）
前期首総資産 ₁₁₀︐ ₀₆₅
前期首営業資産 ₁₀₀︐ ₂₅₃
前期首使用資産 ₁₁₉︐ ₈₂₃

〈資　料〉



₂₀₂₃．₁₅．財分－⑧

Ａ社の要約連結損益計算書
� （単位：百万円）

× ₄年（前期） × ₅年（当期）

売上高 ₁₂₆︐ ₅₁₃ ₁₄₄︐ ₂₇₅

売上原価 ₄₆︐ ₃₆₀ ₅₃︐ ₂₂₃

売上総利益 ₈₀︐ ₁₅₃ ₉₁︐ ₀₅₂

販売費及び一般管理費 ₈₂︐ ₄₁₇ ₉₀︐ ₆₂₈

営業利益 △�₂︐ ₂₆₄ ₄₂₄

営業外収益

　受取利息 ₂₁₀ ₂₅₉

　為替差益 ₅₉₅ ₂︐ ₆₉₈

　補助金・助成金収入 ₅︐ ₁₅₂ ₇︐ ₈₆₉

　その他 ₄₄₄ ₁₉₄

　営業外収益合計 ₆︐ ₄₀₁ ₁₁︐ ₀₂₀

営業外費用

　支払利息 ₃₉₉ ₄₁₈

　支払手数料 ₄₅ ₅₀

　為替差損 ₀ ₀

　その他 ₂₃₈ ₁₉₉

　営業外費用合計 ₆₈₂ ₆₆₇

経常利益 ₃︐ ₄₅₅ ₁₀︐ ₇₇₇

特別利益

　固定資産売却益 ₀ ₃₂

　関係会社株式売却益 ₁₀₈ ₁₄₇

　その他 ₀ ₁₅

　特別利益合計 ₁₀₈ ₁₉₄

特別損失

　固定資産除却損 ₁₈₃ ₂₂₈

　減損損失 ₆₄₆ ₁︐ ₉₂₃

　店舗閉店損失 ₁₃₄ ₁₇₆

　その他 ₅ ₂₂

　特別損失合計 ₉₆₈ ₂︐ ₃₄₉

税金等調整前当期純利益 ₂︐ ₅₉₅ ₈︐ ₆₂₂

法人税，住民税及び事業税 ₁︐ ₃₂₅ ₂︐ ₁₃₂

法人税等調整額 △�₄₉₈ ₈₂₃

法人税等合計 ₈₂₇ ₂︐ ₉₅₅

当期純利益 ₁︐ ₇₆₈ ₅︐ ₆₆₇

非支配株主に帰属する当期純利益 ₉₀ ₂₈₃

親会社株主に帰属する当期純利益 ₁︐ ₆₇₈ ₅︐ ₃₈₄



₂₀₂₃．₁₅．財分－⑨

【 4】　 Ａ社とＢ社の〈資料 1〉・〈資料 2〉により各問に答えなさい。

　●Ａ社の概要
　総合文具業界のトップ。文具やオフィス用品の製造・販売がメイン。○○ネットなど，通販事業も行って
いる。オフィス家具の売り上げが一番大きい。

　●Ｂ社の概要
　₁₉₉₃年に事務機器メーカーから生まれ，その後Ｂ社に。現在は，☆☆ホールディングスの傘下になる。法
人向けのオフィス用品の翌日配送サービスなど，通信販売で大きく成長した。
　₂₀₁₇年に物流センターで火災事故が発生した。火災事故の影響により，サービスが滞り，甚大な被害を受
けた。

問 ₁　〈資料 1〉のA社の要約決算短信の①～③に入る適切な語句を［解答群］の中から選び，その記号を
解答欄に記入しなさい。

　　　［解答群］

　ア　連結キャッシュ・フロー計算書　　イ　連結経営成績　　ウ　連結財政状態

問 ₂　次の文章の� 　 �の中に最もあてはまる語を［解答群］の中から選び，記号で答えなさい。なお，
同じ記号を ₂回以上用いないこと。

　　　決算短信（略称 短信）は，証券取引所が適時開示のルールに基づき，� ａ �が提出する共通形
式の� ｂ �であり，� ｃ �と同じくインターネット上で入手できる。この情報は，実際の財務
諸表分析において利用することができる。

　　　［解答群］

　ア　有価証券報告書　　イ　非上場企業　　ウ　決算速報　　エ　上場企業
　オ　会計帳簿

問 ₃　〈資料 2〉をみて下記の文章の� 　 �の中に最もあてはまる語を［解答群］の中から選びなさい。
同じ記号（語句）を ₂回以上用いてもよい。なお，⑧・⑨・⑪・⑫は，％の小数点第 ₂位を四捨五入し，
第 ₁位まで解答すること。ただし，小数点第 ₁位の数値がないときは，例えば，₁₀． ₀％のように解答
すること。

　　　○�　連結損益計算書の売上高を比較するとＢ社の方が大きいが，最終利益はＡ社の方が大きい。収
益性の違いについて分析をすると，売上高売上総利益率・売上高営業利益率・経常収益経常利益
率は� ① �の方が大きい。Ａ社は文房具以外に，オフィス家具の製造なども手掛けており，
付加価値の高い商品を扱っているからである。一方，Ｂ社はオリジナル商品もあるものの，メイ
ンは仕入販売である。よって，収益性は商品力の高い� ② �の方に軍配が上がる。

　　　○�　連結損益計算書の売上高の規模は ₂社とも同じくらいの規模であるが，連結貸借対照表の総資
産はずいぶんと違う。Ａ社とＢ社のビジネスモデルから，それぞれＡ社は製造工場や機器，Ｂ社
は物流施設が必須である。

　　　　�　連結貸借対照表の資産の内訳をみると，Ｂ社はＡ社と比較して� ③ �の割合が少ないうえ，�
� ④ �が多く計上されている。Ｂ社は₂₀₁₇年物流倉庫の火災事故を契機に，土地や建物など



₂₀₂₃．₁₅．財分－⑩

　　　　�の資産を保有しない方針にし，「持たざる経営」を目指しているからである。また，総資産回転率
（総収益対総資産）を比較すると，� ⑤ �の方が大きい。「製造業も行う」Ａ社と，「通信販売
が中心」のＢ社とでは違いが出て当然である。

　　　○�　安全性を比較するために，自己資本比率（総資本に対する自己資本の割合を示すもの）を計算
すると� ⑥ �の方が大きい。これは社歴が長いこともあって，� ⑦ �がたっぷりたまって
いるからである。

　　　○�　企業のキャッシュの流れからみてみると，売上高売上総利益率が損益計算書の「もうけの割合」
をみた指標なのに対して，売上高営業キャッシュ・フロー比率は，「キャッシュで得たもうけの割
合」をみる指標と考えられる。売上高営業キャッシュ・フロー比率を計算すると，Ａ社は�
� ⑧ �％，Ｂ社は� ⑨ �％である。よって，� ⑩ �の方が「キャッシュで得たもうけ
の割合」が高いと考えられる。

　　　　�　また，キャッシュ・フロー版当座比率ともいうべき，流動負債営業キャッシュ・フロー比率を
計算すると，Ａ社は� ⑪ � ％，Ｂ社は� ⑫ � ％である。よって，短期の安全性は，�
⑬ �の方がよいと考えられる。

　　　［解答群］

　ア　Ａ社　　　　　　イ　Ｂ社　　　　　　ウ　無形固定資産　　　エ　有形固定資産
　オ　新株予約権　　　カ　リース資産　　　キ　資本剰余金　　　　ク　利益剰余金



₂₀₂₃．₁₅．財分－⑪

〈資料 1〉
Ａ社の要約決算短信

2019年12月期 決算短信〔日本基準〕（連結）
（百万円未満切り捨て）

₁．₂₀₁₉年₁₂月期の連結業績（₂₀₁₉年 ₁月 ₁日～₂₀₁₉年₁₂月₃₁日）
⑴　〔　①　〕

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
当期純利益

₂₀₁₉年₁₂月期
₂₀₁₈年₁₂月期

百万円
₃₂₀︐ ₂₀₀
₃₁₅︐ ₁₅₅

百万円
₁₆︐ ₇₄₅
₁₈︐ ₂₉₆

百万円
₁₈︐ ₂₀₀
₁₉︐ ₁₇₈

百万円
₁₅︐ ₃₀₇
₁₄︐ ₂₃₁

₁株当たり
当期純利益

潜在株式調整後 ₁株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

₂₀₁₉年₁₂月期
₂₀₁₈年₁₂月期

円　銭
₁₂₉． ₃₉
₁₂₀． ₃₄

円　銭
－
－

％
₇． ₀
₆． ₉

％
₅． ₆
₆． ₃

％
₅． ₂
₅． ₈

⑵　〔　②　〕
総資産 純資産 自己資本比率 ₁株当たり純資産

₂₀₁₉年₁₂月期
₂₀₁₈年₁₂月期

百万円
₃₂₁︐ ₄₆₈
₃₀₃︐ ₇₀₀

百万円
₂₂₁︐ ₂₇₈
₂₀₈︐ ₉₆₂

％
₆₈． ₈
₆₈． ₂

円　銭
₁︐ ₈₅₄． ₉₁
₁︐ ₇₅₁． ₆₉

⑶　〔　③　〕の状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

₂₀₁₉年₁₂月期
₂₀₁₈年₁₂月期

百万円
₂₁︐ ₇₈₉
₂₀︐ ₈₈₀

百万円
₂︐ ₅₆₃

�△�₂︐ ₄₂₇

百万円
△�₁₅︐ ₀₅₉
�△�₄︐ ₅₈₅

百万円
₆₅︐ ₅₆₅
�₈₂︐ ₃₂₄

₂．配当の状況
第 ₁四半期末 第 ₂四半期末 第 ₃四半期末 期末 合計 配当金総額 配当性向（連結） 純資産配当（連結）

₂₀₁₉年₁₂月期
₂₀₁₈年₁₂月期

円　銭
－
－

円　銭
₁₆． ₀₀
₁₈． ₅₀

円　銭
－
－

円　銭
₁₆． ₀₀
₂₀． ₅₀

円　銭
₃₂． ₀₀
₃₉． ₀₀

百万円
₃︐ ₇₈₄
�₄︐ ₆₁₃

円　銭
₂₆． ₆
₃₀． ₁

％
₁． ₉
₂． ₂

₂₀₂₀年₁₂月期（予想）－ ₂₂． ₅₀ － ₂₂． ₅₀ ₄₅． ₀₀ ₃₄． ₆

₃．₂₀₂₀年₁₂月期の連結業績予想（₂₀₂₀年 ₁月 ₁日～₂₀₂₀年₁₂月₃₁日）

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
当期純利益

₁株当たり
当期利益

第 ₂四半期（累計）
通期

百万円
₁₇₆︐ ₀₀₀
�₃₃₄︐ ₀₀₀

％
₅． ₀
₄． ₃

百万円
₁₂︐ ₁₀₀
�₁₇︐ ₄₀₀

％
₄． ₁
₃． ₉

百万円
₁₂₁︐ ₇₀₀
�₁₈︐ ₅₀₀

％
₀． ₆
₁． ₇

百万円
₈︐ ₇₀₀
�₁₅︐ ₄₀₀

％
△�₁₀． ₀
₀． ₆

円　銭
₇₃． ₅₅
₁₃₀． ₂₀



〈資料 2〉
要約連結損益計算書

� （単位：百万円）
Ａ社 Ｂ社

₂₀₁₉年₁₂月期 ₂₀₁₉年₁₂月期
売上高 ₃₂₀︐ ₂₀₀ ₄₀₀︐ ₃₇₆
売上原価 ₂₀₆︐ ₂₆₅ ₃₀₄︐ ₆₉₂
売上総利益 ₁₁₃︐ ₉₃₅ ₉₅︐ ₆₈₄
販売費及び一般管理費 ₉₇︐ ₁₉₀ ₈₆︐ ₈₆₂
営業利益 ₁₆︐ ₇₄₅ ₈︐ ₈₂₂
営業外収益 ₂︐ ₇₁₁ ₄₀₀
営業外費用 ₁︐ ₂₅₆ ₆₀₆
経常利益 ₁₈︐ ₂₀₀ ₈︐ ₆₁₆
特別利益 ₄︐ ₁₁₄ ₂
特別損失 ₆₈₉ ₁₉₇
税金等調整前当期純利益 ₂₁︐ ₆₂₅ ₈︐ ₄₂₁
法人税等合計 ₆︐ ₂₃₅ ₂︐ ₇₅₀
当期純利益 ₁₅︐ ₃₉₀ ₅︐ ₆₇₁
非支配株主に帰属する当期純利益 ₈₃ ₅₆
親会社株主に帰属する当期純利益 ₁₅︐ ₃₀₇ ₅︐ ₆₁₅

要約連結貸借対照表
� （単位：百万円）

Ａ社 Ｂ社 Ａ社 Ｂ社
₂₀₁₉年₁₂月期 ₂₀₁₉年₁₂月期 ₂₀₁₉年₁₂月期 ₂₀₁₉年₁₂月期

資産の部 負債の部
流動資産 流動負債 ₇₇︐ ₀₀₄ ₈₇︐ ₃₇₄
　現金及び預金 ₆₅︐ ₅₆₅ ₆₃︐ ₂₆₀ 固定負債
　受取手形及び売掛金 ₆₄︐ ₆₇₂ ₃₈︐ ₇₀₁ 　長期借入金 ₈︐ ₃₈₉ ₁₃︐ ₆₇₉
　商品及び製品 ₂₈︐ ₉₄₉ ₁₆︐ ₅₈₂ 　長期預り保証金 ₅︐ ₅₆₇ －
　仕掛品 ₁︐ ₄₆₈ － 　リース債務 － ₁₁︐ ₈₇₉
　原材料及び貯蔵品 ₃︐ ₆₇₆ ₂₅₇ 　その他 ₉︐ ₂₃₀ ₈︐ ₃₅₄
　その他 ₂₃︐ ₃₁₀ ₁₁︐ ₆₅₆ 　固定負債合計 ₂₃︐ ₁₈₆ ₃₃︐ ₉₁₂
　流動資産合計 ₁₈₇︐ ₆₄₀ ₁₃₀︐ ₄₅₆ 負債合計 ₁₀₀︐ ₁₉₀ ₁₂₁︐ ₂₈₆
固定資産 純資産の部
　有形固定資産 株主資本
　　建物及び構築物＊ ₁₈︐ ₇₁₆ ₅︐ ₁₆₆ 　資本金 ₁₅︐ ₈₄₇ ₂₁︐ ₁₈₉
　　機械装置及び運搬具＊ ₅︐ ₄₆₄ ₂︐ ₂₅₅ 　資本剰余金 ₁₈︐ ₁₀₅ ₂₄︐ ₂₂₀
　　土地 ₃₁︐ ₅₉₅ ₁₃₇ 　利益剰余金 ₁₈₃︐ ₃₁₃ ₂₃︐ ₇₆₉
　　リース資産 － ₁₃︐ ₀₀₃ 　自己株式 △�₁₄︐ ₃₂₂ △�₁₆︐ ₇₁₈
　　その他 ₄︐ ₁₅₀ ₁︐ ₃₀₉ 　株主資本合計 ₂₀₂︐ ₉₄₃ ₅₂︐ ₄₆₀
　　有形固定資産合計 ₅₉︐ ₉₂₅ ₂₁︐ ₈₇₀ その他の包括利益累計額 ₁₆︐ ₄₇₀ △�₂₆
　無形固定資産 ₁₀︐ ₆₀₀ ₁₀︐ ₅₇₄ 新株予約権 － ₆
　投資その他の資産 ₆₃︐ ₃₀₃ ₁₁︐ ₂₀₈ 非支配株主持分 ₁︐ ₈₆₅ ₃₈₂
　固定資産合計 ₁₃₃︐ ₈₂₈ ₄₃︐ ₆₅₂ 純資産合計 ₂₂₁︐ ₂₇₈ ₅₂︐ ₈₂₂
資産合計 ₃₂₁︐ ₄₆₈ ₁₇₄︐ ₁₀₈ 負債純資産合計 ₃₂₁︐ ₄₆₈ ₁₇₄︐ ₁₀₈
＊減価償却累計額を差し引いた純額。

₂₀₂₃．₁₅．財分－⑫

追加情報� （単位：百万円）
Ａ社 Ｂ社

当期首総資産 ₃₂₄︐ ₅₆₆ ₁₆₉︐ ₁₁₂

要約連結キャッシュ・フロー計算書
� （単位：百万円）

Ａ社 Ｂ社
₂₀₁₉年₁₂月期 ₂₀₁₉年₁₂月期

営業活動によるキャッシュフロー ？ ₁₆︐ ₆₀₉
投資活動によるキャッシュフロー ？ △�₆︐ ₀₅₅
財務活動によるキャッシュフロー ？ △�₄︐ ₇₆₁
　その他 － －
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） ₉︐ ₂₉₃ ₅︐ ₇₉₃
現金及び現金同等物の期首残高 ₅₆︐ ₂₇₂ ₅₇︐ ₄₆₇
現金及び現金同等物の期末残高 ？ ₆₃︐ ₂₆₀



₂₀₂₃．₁₅．財分－⑬

【 5】　 投資家が株式の投資判断をする指標について〈資　料〉により，次の設問に答えなさい。
　　　 なお，計算上端数が生じた場合は，小数点第 2位を四捨五入し，第 1位まで解答すること。ただし，小

数点第 1位の数値がないときは，例えば，9. 0％のように解答すること。

〈資　料〉
Ａ社 Ｂ社

株価（ ₁株当たり） ₃︐ ₀₀₀�円 ₂︐ ₅₀₀�円
期末発行済株式総数 ₁︐ ₀₀₀�百万株 ₆₀₀�百万株
当期純利益 ₁₂₆︐ ₀₀₀�百万円 ₈₄︐ ₀₀₀�百万円
純資産 ₅₈₀︐ ₀₀₀�百万円 ₄₈₀︐ ₀₀₀�百万円
配当金総額 ₁₈︐ ₀₀₀�百万円 ₁₉︐ ₅₀₀�百万円
※ ₁ �　�Ａ社・Ｂ社の期首発行済株式総数は，期末と同じである。� �

なお，前期末純資産額はＡ社�₄₈₀︐ ₀₀₀�百万円，Ｂ社�₂₁₀︐ ₀₀₀�百万円である。
※ ₂　自己株式は含まれていない。
※ ₃　株を購入する際の手数料は考えなくてよい。
※ ₄　純資産＝株主資本とする。

問 ₁　Ａ社とＢ社のＢＰＳ及びＥＰＳの指標⑴～⑷の数値を求めなさい。

問 ₂　Ａ社とＢ社のＰＢＲ及びＰＥＲの指標⑴〜⑷の数値とＲＯＥ，配当利回り及び配当性向の指標�
⑸～⑽の数値を求めなさい。

　　　また，指標の数値にもとづき� ₁ �から� ₁₁ �の中に入る最も適当な語句を下の〔解答群〕
の中から選び，その記号を解答欄に記入しなさい。同じ記号を ₂回以上用いてもよい。

　　　投資家が，Ａ社とＢ社のどちらの株を購入するかを判断するために，割安であるか，高い収益性で
あるか，高い配当割合であるかをもとに指標を分析比較して，判断していくことにした。

　　　ＰＢＲの指標を分析比較すると，Ａ社よりＢ社の方が� ₁ �ため，相対的にＡ社の方が株価が�
� ₂ �と判断される。また，ＰＥＲの指標を分析比較すると，Ａ社よりＢ社の方が� ₃ �ため，
相対的にＡ社の方が株価が� ₄ �と判断される。

　　　株主の立場から株主の投資した資本が効率的に運用されているかをＲＯＥの指標により分析比較す
ると，Ａ社よりＢ社の方が� ₅ �ため，相対的にＡ社の方が収益性が� ₆ �と判断される。

　　　配当利回りは，� ₇ �に対する ₁株当たり配当金の割合であり投資効率をみる指標である。配当
利回りを分析比較すると，Ａ社よりＢ社の方が� ₈ �ため，相対的にＡ社の方が配当という観点
からの投資効率が� ₉ �と判断される。

　　　配当は，株主への利益の還元であるから，配当性向が� ₁₀ �方が株主にとって好ましい。しかし，
利益は社内に留保され，将来，この留保資金の運用により利益が上がることが考えられる。このこと
から，配当性向が低い方が現在株主にとって望ましいこともある。

　　　以上のことから，総合的にみると，� ₁₁ �の方の株を購入すべきであると判断される。

　　　〔解答群〕

　　　ア．Ａ社　　　イ．Ｂ社　　　ウ．売上　　　エ．受取利息　　　オ．当期純利益
　　　カ．株価　　　キ．高い　　　ク．低い　　　ケ．割高　　　　　コ．割安


